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次の条件に当てはまる場合は、本支援金の対象外となります。 

 

・政治団体、宗教上の組織又は団体 

 

・支援金の趣旨に照らして適当でないと市長が判断する者 

 

・申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、津

市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団関係者に該当

する者。また、上記の暴力団、暴力団員及び暴力団関係者が、申請事業者の経

営に事実上参画している場合。 

 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する「性風俗関連特

殊営業」及び当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う事業者 

 

・中小企業基本法上の「会社」に該当しないもの 

《「会社」に該当しない法人の例》 

医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人、一般社団法人、財団法人、学

校法人、組合（農業協同組合、生活協同組合、中小企業等協同組合法に基づく

組合） 

※農業法人は会社法上の会社形態（株式会社等）であれば対象となります 

 

・令和４年１月から６月までの全期間において、他の公的機関等から、同一のエネ

ルギー関連経費に対して、支援金、補助金その他名称の如何を問わず交付される

制度の対象事業者 

 


